
環境部における随意契約の実績　　（令和３年度３／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

1
環境保全
課

航空機騒音自
動監視測定装
置（北美局）再
設置委託業務

令和３年
11月２日

2,090,000
日本音響エンジニアリン
グ(株)

東京都墨田区緑1-21-10
第167条の２
第１項第２号

　本測定装置は、日本音響エンジニアリング株
式会社の特許製品で構成されており、装置の
設置、システム設定、動作確認等を行うには同
社のみが有する特殊な技術を要するため。

特命随意
契約

2
環境保全
課

令和３年度モニ
タリングポスト
保守点検等委
託業務

令和３年
10月８日

1,523,720
（株）日立製作所
ヘルスケア福岡営業所

福岡県福岡市早良区百
道浜二丁目１番１号

第167条の２
第１項第２号

　モニタリングポストの点検要領書は非公開で
あり、同機器を熟知した専門の技術者による、
専用の治具を用いた点検作業が必須であるこ
とから、同機器の製造業者である当該業者を
選定した。

特命随意
契約

3
環境保全
課

航空機映像自
動収録システ
ム改修業務委
託

令和３年
12月２日

1,210,000
日本音響エンジニアリン
グ(株)

東京都墨田区緑1-21-10
第167条の２
第１項第２号

　航空機自動撮影システムは、航空機騒音測
定装置と連動し、騒音を発生した航空機を24
時間自動で撮影するものである。これらは、日
本音響エンジニアリング（株）の特許製品で構
成されており、システムや装置の取扱いには、
同社のみが有する特殊な技術を要するため。

特命随意
契約

4
環境整備
課

環境教育（買い
物ゲーム）によ
るごみ減量化
推進委託業務

令和3年
10月20日

2,077,306
（一社）沖縄リサイクル運
動市民の会

沖縄県那覇市首里鳥堀
町４丁目44番１号

第167条の２
第１項第２号

　買物ゲームは、一般社団法人沖縄リサイク
ル運動市民の会が開発した環境教育プログラ
ムで、買い物の模擬体験を通して環境にやさし
い買い物の仕方等を学習できる内容となって
いる。当プログラムはごみ減量化の推進に効
果的であることから、平成29年度より毎年度実
施している。
　当プログラムに関し、契約法人が特許を取得
しており、他に業務を実施できる団体等がない
ことから、当該法人を契約の相手方として選定
した。

特命随意
契約

5
自然保護
課

西表野生生物
保護センター造
作製作業務

令和３年
12月６日

2,431,999
(株)トータルメディア開発
研究所

東京都千代田区紀尾井
町３番23号

第167条の２
第１項第６号

　本事業と密接な関係にある「西表野生生物
保護センター展示製作及び改修工事（環境省
事業）」を受託している事業者に、沖縄県が管
理している同センター展示室の造作什器等を
委託することが最も経済的かつ効率的な実施
が図られると判断し随意契約とした。

特命随意
契約



環境部における随意契約の実績　　（令和３年度３／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
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契約の相手方の選定理由 その他

6
自然保護
課

令和３年度イリ
オモテヤマネコ
の交通事故防
止を目的とした
交通実態調査
業務

令和３年
10月18日

5,929,000
（株）中央建設コンサルタ
ント

沖縄県浦添市宮城５丁目
12番地11号

第167条の２
第１項第２号

　本事業では、令和元年度に西表島全域にお
いて実施され、効果的手法と認められている
「モビリティおよびエリアマネジメントに資する
交通流動計測に関する技術開発事業（実施主
体：琉球大学及び株式会社中央建設コンサル
タント）」の調査手法を活用し、Bluetoothスキャ
ナを用いた調査を行う。上記事業により、コロ
ナ禍以前の交通実態データがとられていること
から、それらを借用し、本事業で取得するデー
タとの比較分析を行うことにより、より効果的な
解析が可能となる。
　上記に示した特殊な手法で履行できる者が
他に存在しないため、左記の相手方との随意
契約とした。

特命随意
契約

7
環境再生
課

令和３年度外
来植物防除に
係る動画制作
委託業務

令和3年
12月14日

1,599,400 （株）南西環境研究所
沖縄県中頭郡西原町字
東崎４番地４

第167条の２
第１項第６号

  本事業と密接な関係にある外来植物防除対
策事業を受託している事業者は、ギンネムの
植生や防除技術に精通し、素材の収集や撮影
地に確保及びその他必要な手続き・準備など
で効率的・効果的な対応が期待できることか
ら、当該事業者に本委託業務を委託すること
が、履行期間の短縮と経費の節減が実現で
き、最も効果率的かつ経済的に実施が図られ
ると判断されるため。

特命随意
契約


